
「百年の森林構想」を起点とした

自然資本のマネージメントと創発的戦略
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西粟倉村 地方創生特任参事 上山隆浩
総務省 地域人材ネット（地域力創造アドバイザー）
環境省 脱炭素まちづくりアドバイザー
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■事例を通じて、みなさんと共有したいこと

1. 地域資本の価値最大化に脱炭素(再エネ）がつながる

2. ビジョン（計画）とプロジェクトは同時に動かす

3. 施策は複合的・重層的に考えよう
（地域資本などのアセットやデジ田交付金などのファ
イナンス）＝全庁的なリソースが必要

4. 職員はプロデューサー的立ち位置でステークホルダ
ーと連携しよう

5. 課題はいっぱい出るので創発的に解決する意識で行
こう



■「百年の森林構想」を起点に本質的な課題に向き合う

50年先のビジョン

◼ 「百年の森林に囲まれた上
質な田舎」

◼ 衰退する一次産業にフォー
カス

◼ 自治体のチャレンジ

自治体（西粟倉村）
◼ 森林施業（補助事業）

民間（西粟倉・森の学校）
◼ 林業6次化
◼ 付加価値の添加

＋
◼ 共感
◼ 共有
◼ 発信力
◼ 見える化
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自然資本（森林）を地域共有の価値として最大化

集約化により自然資本を「私財」から「公財」へ転換



■自然資本のコモンズ化と価値最大化の取組

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

百年の森林事業

百年の森林事業

森林商事信託
開始百年の森林

構想着想

再生可能エネルギー事業
西粟倉小水力発電
所リプレイス

薪ボイラー導入 4施設

西粟倉第２小水力発電所建設

地域熱供給システム導入環境モデ
ル都市

太陽光発電 ５施設

小型ガス化発
電整備

バイオマス
産業都市

ローカルベンチャー事業

ローカルベンチャー・スクール

地方創生推進交付金 広域連携

SDGs未来都市事業
森林REDesign事業

各種R＆D

事業

SDGｓ未来都市（森林
REデザイン）

脱炭素先
行地域

ﾌﾗｯｸﾞｼｯﾌﾟ構想

基本理念
林業チャレンジ

地域人材流入
産業の多様化
関係人口

ローカルベンチャー事業

再生可能エネルギー事業
百年の森林事業

エネルギー事業
地域内資源循環
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■脱炭素ツール活用（計画策定）の大きな流れ

2013年 環境モデル都市

・H22～H25

小水力発電所290KW大
規模リプレイス（FIT）

・H26～H28

グリーンプランパートナー
シップ事業（GPP)

温泉施設3ヶ所に薪ボイ
ラー整備

・H30～R2

自立分散型エネルギー設
備導入事業

太陽光発電＋蓄電池整
備 5ヵ所

2014年 バイオマス産業都市

・H29～H31

再生可能エネルギー電
気・熱自立普及促進事業

地域熱供給システム整備

産業施設1か所に薪ボイ
ラー整備

・H31～R2 カーボンマネ
ジメント強化事業

地域熱供給システム2次
側整備

・R2

自立分散型エネルギー設
備導入事業

小型バイオマス発電（自
立発電）49kw整備

木質バイオマス利用促進
施設整備

地域熱供給2次側整備

2019年 ＳDGs未来都市

2022年 脱炭素先行地域

・R4～R5

地域脱炭素移行・再エネ
推進交付金

施設種別 施設
数

導入設備

庁舎・文化施
設

１ 太陽光発電・蓄電池

教育施設 ２ 太陽光発電・蓄電池、井水冷房、LED照明、全
熱交換機、真空遮熱ガラス

福祉施設 ４ 太陽光発電、井水冷房、LED照明、真空遮熱
ガラス

宿泊施設 １ 太陽光発電・蓄電池

商業施設 ２ 太陽光発電・蓄電池、陸上風力発電

その他産業施
設

４ 太陽光発電・蓄電池、真空遮熱ガラス

戸建住宅 ５４ 太陽光発電・蓄電池、真空遮熱ガラス

集合住宅 １ 太陽光発電・蓄電池、真空遮熱ガラス
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■自然資本を活用した再生エネルギーづくりの取組

薪ボイラー 
340kW

薪ボイラー 
75kW

薪ボイラー 
270kW

湯～とぴあ黄金泉

あわくら温泉 元湯

国民宿舎あわくら荘

地域熱供給(チップボイラー)
530kW

水力
290kW

水力
1.3kW

水力
5kW

西粟倉発電所めぐみ 水力
1kW

水力
199kW

太陽光
48.64kW

にしあわくらおひさま発電所

太陽光
20kW

太陽光
25kW

太陽光
15kW

あわくら旬の里

西粟倉中学校

いきいきふれあいセンター

影石水力発電所

170kW×2

230kW 300kW

熱エネルギーセンターから
小中学校、庁舎等6か所へ熱供給

小型バイオマス発電
49kW

ふれあいセンター等へ電力供給

薪ボイラー 
75kW

坂根共同作業所
（ようび）

太陽光
25kW

西粟倉小学校太陽光
20.4kW

道の駅 あわくらんど

■その他太陽光
住宅設置 約100kW
民間（FIT）  約90kW
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➢ 年間エネ生産量２１，４５１GJ
➢ 二酸化炭素排出削減量3,359t-CO²/年
（2011年比２６％削減）

➢ エネルギー収入：水力発電 １２０，０００千円
バイオマス     ２９，０００千円

➢ C材未利用材収入：１，１２３ｔ ８，４４０千円
➢ エネルギー事業新規就業者数：6人
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■「地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入
のための計画づくり支援事業」取組の背景

地方公共団体実行計画
（事務事業編）

脱炭素先行地域計画申
請書

地方公共団体実行計画
（区域政策編）

地方公共団体実行計画
（事務事業編）改定

R3年度で計画期間が
終了し、新たに策定が
必要。

２０３０年対象エリアの電力
による二酸化炭素排出量を
ゼロにするための計画策定
が必要

計
画
策
定

選

定

再
エ
ネ
最
大
限
導
入

事
業

１
ー
①
号
事
業

スキーム・データ
R５～６年度策定

選定後には策定義務発生

地球温暖化対策の推進に関する法律

実行の計画を整理して各種計画に落とす作業

逆のアプローチになった。

R２年度 西粟倉村スマートフォレストシティ・プラットフォーム構築事業（地域の多様な
課題に応える脱炭素型地域づくりモデル形成事業）

R3年度 分散型エネルギーインフラプロジェクト（マスタープラン策定事業）



2013年 2019年 2030年 2050年
BAUシナリオ 排出量 10.0 8.4 7.2 5.1

削減率 16% 28% 49%
低炭素シナリオ 排出量 10.0 8.4 5.4 2.04

削減率 16% 46% 80%
脱炭素シナリオ 排出量 10.0 8.4 1.8 0.24-α

削減率 16% 82% 98+β%

図表 シナリオ別温室効果ガス排出量と削減率

シナリオ シナリオの考え方 削減率の設定

BAUシナリオ 今後、特段の追加的対策を
行わず、現状趨勢のまま推
移する場合

過年度の傾向等を考慮し、2019年に比べて2030年は15%減、
2050年は40%減と設定

低炭素シナリオ 今後、国の省エネ施策が地
球温暖化対策計画に示され
た内容で推進される場合

国の省エネ施策（地球温暖化対策計画の省エネに関する取
組み）による削減率は、2030年に25%、2050年に60%

脱炭素シナリオ 今後、2030年までの脱炭素
先行地域の取り組みに加え
て、2050年に向けた再生可
能エネルギーの導入拡大等
を図る場合

2030年時点の再エネ導入量は、脱炭素先行地域事業の導入
計画（太陽光発電749.2kW）
2050年の再エネ導入目標は、脱炭素先行地域事業に加えて、
太陽光発電800kW、小水力50kW、小型風力発電50kW、バ
イオマス発電100kWと想定
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脱炭素先行地域の事業により
排出量の削減

BAUシナリオ

低炭素シナリオ

省エネ効果

省エネ効果

脱炭素先行地域の事業

再エネ導入

■計画でのシナリオ別温室効果ガス排出量及び削減量の算定結果



第３章で地域の温室効果ガスの将来推計を踏まえた地域の将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成

■地域の将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成

施設の種類 名称

公共施設 あわくら会館

国保総合保健施設いきいきふれあいセンター

高齢者生活福祉センターゆうゆうハウス

西粟倉村構造改善センター

教育施設 西粟倉村立小学校

西粟倉村立中学校

西粟倉村立幼稚園

西粟倉村立保育園

西粟倉村教職員住宅

商業施設 西粟倉村道の駅（あわくら旬の里）

西粟倉村道の駅（あわくらんど）

戸建て住宅 村営住宅 （別府住宅） 28戸

しごと・くらし応援住宅 11戸

中土居住宅 15戸

脱炭素先行地域エリア内の再エネ導入の検討を実施した施設の一覧
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■脱炭素先行地域の具体的な事業内容

➢ 再エネ導入
➢ 省エネ・断熱
➢ モビリティ

➢ 新電力（PPA事業）

➢ 行動変容を促す

エネルギーマネージメントシ
ステム（デジタル）

➢ 既存の再エネ施設
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■脱炭素先行地域の具体的な事業内容
施設種別 施設数 導入設備 設備容量

① 庁舎・文化施設 １ 太陽光発電・蓄電池 １０８ｋｗ

② 教育施設 ２ 太陽光発電・蓄電池、井水冷房、LED照明、
全熱交換機、真空遮熱ガラス

１９２ｋｗ

③ 福祉施設 ４ 太陽光発電、井水冷房、LED照明、真空
遮熱ガラス

９８ｋｗ

④ 宿泊施設 １ 太陽光発電・蓄電池 ５０ｋｗ

⑤ 商業施設 ２ 太陽光発電・蓄電池、陸上風力発電 １６４ｋｗ

⑥ その他産業施設 ４ 太陽光発電・蓄電池、真空遮熱ガラス １６９ｋｗ

⑦ 戸建住宅 ５４ 太陽光発電・蓄電池、真空遮熱ガラス １６２ｋｗ

⑧ 集合住宅 １ 太陽光発電・蓄電池、真空遮熱ガラス １５ｋｗ

電力需要量2,212,590kwh－省エネ電力削減量325,591kwh＝1,886,999kwh

1,886,999kwh=再エネ導入量1,039,680kwh+既設太陽光161,700kwh+既設水力685,619kwh

カーボンゼロの考え方



産業観光課

【西粟倉村 脱炭素先行地域推進プロジェクト本部】

総務企画課 建設課 保健福祉課 教育委員会

・再生可能エネル
ギーの促進

・百年の森整備
・乾燥バーグ整備
・熱供給システム

・モビリティの推進
・ﾃﾞｰﾀPFの整備
(情報化の推進)

本部長：村長
副本部長：副村長
事業執行責任者：地方創生特任参事
事務局：地方推進室

最高情報責任者
（CIO）

外部
評価委員会

・プロジェクト進捗管理

・各施策調整

・連携先との窓口 etc

データPF推進

・Well-Beingの
推進

・脱炭素社会に
向けた教育

・上下水道の
省エネ化

所管施設の断熱化、脱炭素化に向けた施設管理

半期毎に、各課から
進捗情報を報告

年度終了後に、進
捗状況について評価

年度終了後に、
進捗情報を報告

【庁内体制図】

■庁内での推進体制（脱炭素先行地域併用）

(株)中国銀行が担当

脱炭素先行地域
共同提案者会議

ここをDX化するこ

とが必要（デジ田
活用）

オープンデータプラット
フォーム構築

・NPO

・地域の大学
・温暖化防止
対策推進セ
ンター

Code for Japan

※実質的なハード事業
担当（推進室と連携）



■庁内におけるステークホルダーと庁内合意
の形成・プロデューサー公務員の育成
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生きるを楽しむ
↓

何をやるのか？
↓

プロジェクト発案
↓

予算化・事業化

百年の森林構想
↓

百年の森林構想
＋

生きるを楽しむ

西粟倉村行政組織

総
務
企
画
課

産
業
観
光
課

建

設

課

保
健
福
祉
課

教
育
委
員
会

地方創生推進班

地方創生特任参事＋10名
＋2期生5名

サポート：エーゼロ㈱

グランドデザイン
ワーキング

グランドデザインテ
ーマワーキング

◆ 「百年の森林構想」の着想から１０年、次の西粟倉の目指す姿を提案

産業傾注 → 暮らし全般、地域の充実に拡大

◆ 自分がだれかの目線に立った時に“生きるを楽しむ”事業プランをどう実践するかプロ
ジェクトを発案し、実行する。

プ
ロ
デ
ュ
ー
サ
ー
公
務
員

プレーヤー
ファイナンス
チーム作り



■地域の願いをビジネス化する
TAKIBIプログラム(2021～)
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地域のテーマ決定
ビジネスアイデアに

昇華
アイデアを事業にブ
ラッシュアップ

雇用を生み出す事業
創出

他地域の既存事業
都市部企業

プレーヤーの
募集

行政
村内関係者
村内事業者



ああああ公共施設
民間施設

(村営住宅含む)

西粟倉村 テクノ矢崎㈱
㈱中国銀行

㈱エックス都市研究所
(一社)Code for Japan
㈶むらまるごと研究所

西粟倉百年の森林でんき㈱

・全体の進捗管理
・プロジェクトの事業性検

証

・データPF整備支援
・温暖化対策計画

・再エネポテンシャル調査
・実施設計

・再エネ電力供給
・太陽光発電整備

・データPF整備

【電力需要家】

連携 調査

設計

電力供給
データによるエネルギー
需給の最適化・可視
化⇒ VPPの実現

太陽光発電
設備整備

熱供給

データPF

開発連携

再エネ電力
供給

木質チップ
等の供給

⇒ 蓄電池等により余剰電力を活用しVPPを実現

■スピード感が出せる関係者との連携体制の構築

・脱炭素化設備・太陽光再エネ設備を整備
・脱炭素取組みへの補助

・全体の施策調整・計画進捗管理
・公用車への電気自動車導入

脱炭素の取組に
関する補助金

脱炭素化設備
(太陽光等)整備

西粟倉村・
あわくら水力発電（株）

カーボンオフセット

風力

小水力

木質バイオマス

【百年の森林事業】

㈱百森 
・森林整備・集約化

・搬出材の管理

㈱三井住友信託銀行 

・森林信託事業

太陽光

㈱motoyu

新電力会社

・再エネ電力供給

電力供給

・計画策定の目的を明確にする→具体的な事業の実施を前提とすることで、事業メンバー
が集まる。（場合によっては手弁当もありうる。）⇒担当者はディレクションすることが大切

・地域への地産地消電力の供給を行う仕組みづくり



公共施設
教育施設

小売ライセンス
保有電力会社
（ENS）又は百森
でんき(株)

西粟倉村

民間企業
個人住宅

電気の流れ

お金の流れ

契約・合意

その他

一般地域外
個人住宅

エーゼロ㈱
ふるさと納税事業者

西粟倉村

太陽光発電電力
（PPA）を供給

太陽光発電電力
余剰を販売

水力発電電力を販売

返礼品
（再エネ電力）

ふるさと納税

西粟倉村内

販売促進

委託契約

ふるさと納税手数料

売電料金

特定電力契約

売電料金

再エネ電気
１００％達成

脱炭素先行地域で合わせて活用する

■卒FIT後を想定した地域エネルギー（電力）を利用する
取組で電力によるCO²排出量をゼロにする
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■計画策定後の反省点と庁内での説得ポイント

電力購入契約の見直し、太陽光発電や蓄電池整備の方法、断熱・省エネの該当施設と事業年度、
電気自動車・小型モビリティの導入目標など

断熱・省
エネ設
備工事

再エネ
設備工
事

再エネ
電力購
入

電気自
動車導
入

モビリテ
ィ導入

家庭の
再エネ
推進

積み残しの
具体的な課題

①実施計画まで含めて関係者と協議

②住民との再エネ推進のための施策の方向性の協議
①交付金や補助金を活用して自前のエネルギーを整備することで経費削減・ウェルビーイング指標
の向上ができる（庁内・議会・住民）
太陽光発電や蓄電池整備、断熱・省エネで光熱水費の削減ができる。公用車購入の節減ができる。
学校の環境改善や福祉施設の環境改善ができるので住民の直接的な福祉向上になる。
災害時に電力などエネルギー供給ができるし、家庭に整備すれば早く避難所から自宅に戻れるので
行政コストが減る。
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■西粟倉村の脱炭素先行地域の全体的な構想（参考）
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